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添付 3 設置許可申請書の添付書類における記載（適合性） 

添付書類八 

1. 安全設計の考え方

1.8 「設置許可基準規則」への適合 

原子炉施設は、「設置許可基準規則」に適合するように設計する。各条文に対する適合のた

めの設計方針は次のとおりである。 
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（原子炉格納施設） 

第六十条  試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉格納施設を設けな

ければならない。  

一  通常運転時において、その内部を負圧状態に維持し得るものであり、かつ、所定の漏

えい率を超えることがないものとすること。  

二  設計基準事故時において、公衆に放射線障害を及ぼさないようにするため、原子炉格

納施設から放出される放射性物質を低減するものとすること。  

２  原子炉格納容器バウンダリを構成する設備は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有し、かつ、適切に

作動する隔離機能と併せて所定の漏えい率を超えることがないものでなければならない。  

３  原子炉格納容器を貫通する配管には、隔離弁を設けなければならない。ただし、事故の

収束に必要な系統の配管に隔離弁を設けることにより安全性を損なうおそれがある場合及

び計測装置又は制御棒駆動装置に関連する配管であって、当該配管を通じての漏えい量が

十分許容される程度に抑制されているものについては、この限りでない。 

４  試験研究用等原子炉施設には、設計基準事故その他の原子炉格納容器から気体状の放

射性物質が漏えいすることにより公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、原子炉

格納施設内の放射性物質の濃度を低下させる設備を設けなければならない。  

 

適合のための設計方針 

 

１ について 

原子炉施設には、格納容器及び外周コンクリート壁並びに非常用換気設備からなる工学的安全施

設等から構成される原子炉格納施設を設ける。また、原子炉格納施設は、格納容器及び外周コンクリ

ート壁との間の下半部を密閉したアニュラス部を有するものとする。 

格納容器は、通常運転時において、所定の漏えい率を超えることがないように、また、アニュラス

部は、通常運転時において、その内部を負圧状態に維持し得るように設計する。工学的安全施設は、

設計基準事故時において、公衆に放射線障害を及ぼさないようにするため、格納容器から放出される

放射性物質を低減するように、かつ、設計基準事故その他の格納容器から気体状の放射性物質が漏え

いすることにより公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、原子炉格納施設内の放射性物質

の濃度を低下させるように設計する。アニュラス部排気設備は、通常運転時において、アニュラス部

を負圧状態に維持するためのものである。また、アニュラス部排気設備は、非常用換気設備である非

常用ガス処理装置と連結される。アニュラス部より排気されたガスは、通常運転時において、アニュ

ラス部排気設備のフィルタ（アニュラス部常用排気フィルタ）を経由し、主排気筒から放出されるが、

原子炉保護系（アイソレーション）が作動した場合には、非常用ガス処理装置を経由して、主排気筒

から放出される。非常用ガス処理装置は、プレフィルタ、高性能フィルタ、チャコールフィルタを有

し、格納容器内に粒子状の放射性物質が放出される事故時等において、環境に放出される放射性物質

を低減する機能を有する。 
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２ について 

格納容器及び隔離弁で構成される格納容器バウンダリは、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有し、かつ、適切に作動する

隔離機能と併せて所定の漏えい率を超えることがないように設計する。 

格納容器耐圧部の材料には、設計圧力、設計温度及び荷重条件等の使用条件に対して、十分な強度

を有し、かつ、溶接性の優れた炭素鋼を使用する。最低使用温度を考慮した衝撃試験により、使用材

料が十分な破壊じん性を有することを確認し、所定の漏えい率を超えることがないものとする。 

 

３ について 

格納容器を貫通する配管には、格納容器に接近した位置に隔離弁を設ける。ただし、原子炉運転中

に格納容器の内側及び外側において、閉回路を形成している２次主冷却系及び２次補助冷却系の配

管については、事故の収束に必要な系統の配管であって、当該配管を通じての漏えい量が十分許容さ

れる程度に抑制されているものであるため、隔離弁を設けない。隔離弁は、原子炉保護系（アイソレ

ーション）の作動信号により、自動的に閉止されるものとする（通常運転時において、事前に「閉」

とするものを除く。）。また、中央制御室において、遠隔手動操作により、その閉止操作だけでなく、

必要な場合には、隔離を解除することができるものとする。隔離弁は、非常用電源設備から電力を供

給し、単一故障によっても隔離機能を喪失することがないものとする。また、閉止後に駆動動力源が

喪失した場合にあっても、隔離機能を喪失しないものとする。原子炉運転中に格納容器の内側及び外

側において開口している配管については、格納容器の内側に 1個及び外側に 1個の隔離弁を設ける。

原子炉運転中に格納容器の内側又は外側において閉口している配管については、格納容器の内側又

は外側に 1個の隔離弁を設ける。なお、原子炉運転中に格納容器の内側又は外側において閉口してい

る配管（格納容器全体漏洩率試験時以外は閉止フランジを設置している配管）については、格納容器

の内側又は外側に 1個の隔離弁を設ける。また、事故の収束に必要な系統の配管のうち、多量の放射

性物質等を放出する事故を超える事象において、格納容器内で大規模なナトリウム火災が発生した

場合に、アルゴンガスを送気する配管については、原子炉運転中に格納容器の内側において開口した

状態で保持する必要があるため、格納容器の外側に 1個の隔離弁を設け、当該事故時及び格納容器全

体漏洩率試験時を除いて、当該隔離弁を常時「閉」とすることにより、隔離機能が失われることがな

いものとする。原子炉運転中に格納容器の内側及び外側において、閉回路を形成している配管につい

ては、隔離弁を設けないことができる。逆止弁を用いる場合は、原子炉格納容器の壁を貫通する配管

に、原子炉格納容器内外いずれかの位置で破損が生じ、その逆止弁に対する逆圧がすべて喪失した条

件においても、必要な隔離機能が重力等によって維持されるものとする。 

 

４ について 

 通常運転時において、アニュラス部の内部を負圧状態に維持し得るように、アニュラス部排気設備

を設ける。アニュラス部排気設備の排風機は、非常用ディーゼル電源系に接続するものとする。アニ

ュラス部排気設備は、非常用換気設備である非常用ガス処理装置と連結される。アニュラス部より排

気されたガスは、通常運転時において、アニュラス部排気設備のフィルタを経由し、主排気筒から放

出されるが、原子炉保護系（アイソレーション）が作動した場合には、非常用ガス処理装置を経由し

て、主排気筒から放出される。非常用ガス処理装置は、プレフィルタ、高性能フィルタ、チャコール
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フィルタを有し、格納容器内に粒子状の放射性物質が放出される事故時等において、環境に放出され

る放射性物質を低減する機能を有する。アニュラス部排気設備の排風機及び非常用ガス処理装置は、

単一故障を仮定しても、その安全機能が達成できるように、2基設けるものとする。 

 

 

 

   

 添付書類八の以下の項目参照 

9. 原子炉格納施設 

 

   

 

   

 添付書類十の以下の項目参照 

3. 設計基準事故 

 

   

 

 

 


